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小売業者の名誉権が侵害されたか

一、事実経緯

　2013年、偽物専業摘発者である紀氏（以下、紀氏という）は北京の新光天地百貨店でイタリア風のモンクレールというブランド婦人服を購入し、その生地がアライグマの毛皮であると表示されているが、国家皮革品質監測検査センターの鑑定を経て、当該服装の生地がタヌキの毛皮であると分かった。

　紀氏は、ウェブサイトの運営者である経緯聯動（北京）国際文化传媒有限公司（以下、経緯聯動会社という）の取材に応じて、当該婦人服が偽物であり、北京の新光天地百貨店が監督失職で商業詐欺に当たり、蒙克雷尓会社と盟可睞会社（以下、原告らという）がモンクレールというブランド偽物を販売すると主張した。

　原告らは、本件に関わる婦人服のラベルにタヌキの毛皮をアライグマの毛皮と間違ったのは中国語ラベルの表示錯誤であり、偽物販売や詐欺の行為が存在せず、紀氏及び経緯聯動会社の言論が名誉権の侵害に当たると海淀区裁判所に提訴した。

二、判決

　裁判所は、審理を経て、次のように判決した。

　紀氏は一般の消費者とは言えないが、実際には小売価格で婦人服を購入した者である。紀氏がクレームを付けたり、メディアを利用したり売主に圧力をかけるのは自分の経済利益のためであるが、今の中国において偽物が氾濫し、詐欺を蒙った消費者が少なくない状況に鑑み、紀氏の言論に対しては呵責すべきではなく、一概に単なる営利の言論であるとは言いがたい。裁判所は言論の趣旨や目的などを考慮した上、基本的な事実であるか否か、悪意で中傷することがあったか否かなどを基準に権利侵害の有無を判断しなければならない。

　本件において、婦人服ラベルに表示されている素材成分が間違ったという基本事実は存在しているが、「詐欺」或いは「表示錯誤」を構成するか否かについては意見が分かれている。客観的で言えば、「表示錯誤」が詐欺に当たるか否かは人それぞれであるが、中国語ラベルにタヌキの毛皮をアライグマの毛皮と間違ったことを「詐欺」や「本物を偽物とすり替える」と主観的に確信することは排除してはならない。

　紀氏が公表した事実に関する真実な考え方、正直なクレームに対して、その身分の特殊性のみを理由に悪意及び権利侵害に当たると認定してはならない。紀氏は原告及らび百貨店が通知に定める期限や条件の通りに和解の合意に達していなかった状況の下、関連言論を公表するのは悪意で中傷するとは言えず、自分の真実な考え方を表すものである。

　裁判所は、紀氏の「詐欺」、「本物を偽物とすり替える」という言論が悪意で中傷することであるかどうかを認定する際に、一般の消費者の中国語ラベルの表示錯誤に対する判断力や認識程度を考慮しなければならず、法律専門家と同様の法律知識や判断力を具備することを要求してはならない。紀氏が取材において公表した言論はまだ中傷程度に達していないので、商品の品質に対する合理的なクレームであり、名誉権侵害に当たらないものであると原告らの全ての訴訟請求を棄却した。

コメント　

本案の原告らは経営者として婦人服の素材成分の表示錯誤によって「詐欺」、「本物を偽物とすり替える」というマイナスな評価を受け、且つ当該評価が法律上争われているものの、こうした中国語ラベルの表示錯誤によって一部の消費者に誤認又は非難をもたらす恐れがあり、権利侵害を構成するまでに至らないクレームや監視に対しては一定の容認度が義務付けられており、且つかかる商品の表示錯誤を削除する必要がある。

２、2014年3月15日より施行された修正版の「消費者権益保護法」の第五十五条により、経営者は、商品またはサービスを提供し詐欺行為に当たる場合、消費者の購入した商品代金または受けたサービスの費用の３倍を賠償しなければならない。故に、紀氏は原告らへの賠償を請求することができる。


国家税務総局の「重大税収違法案件情報公布弁法
（試行）の改定に関する公告」
国家税務総局は、2016年6月1日より改定版の「重大税収違法案件情報公布弁法（試行）の改定に関する公告」（以下、「本弁法」という」の施行、並びに2014年10月1日より施行された「国家税務総局の「重大税収違法案件情報公布弁法（試行）」の配布に関する公告」の同時廃止を決定した。なお、「本弁法」は計18条で構成されている。ここに「本弁法」の趣旨を以下のとおり紹介します。

一、背景

税務総局は2014年10月1日より「重大税収違法案件情報公布弁法（試行）」を実施してから、今日まで案件公布基準の不統一、審査手続きの煩雑、情報伝達の遅延、処罰責任主体の不明確、救済手段の欠乏など問題に直面しその解消の手立てとして改訂版を取りまとめ、2016年6月1日から実施する運びとなった。

二、改定の内容
改訂後の本弁法は重大な税収違法案件の公布原則、案件基準、公布内容、方式、救済措置、情報保存、処罰措置など計18条で構成される。

案件基準の改定　　

重大税収違法案件標準の改正は今回の改訂の重点であり、本弁法での「重大税収違法案件」とは下記の基準に満たす案件をさすものである。

納税人は帳簿、記帳証憑の偽造、変造、隠匿、棄却、または帳簿に収入を過大計上、過小または計上せず、税務機関の申告通知を拒み、または虚偽の納税申告、税金の未納または過小納付、取調べで補足税金100万元以上、且ついずれかの補足税額は当年度各種納税総額10％以上を占めること、

納税人は税金を納付せず、財産の移転または隠匿の手段を取り、税務機関の未納追徴を妨害し、未納税額100万元以上、

架空輸出またはその詐欺手段で国家の輸出還付金の詐取、

暴力、脅迫方法で納税を拒否したこと、
架空増価税専用領収書の発行、その他の税金控除領収書の不正発行、
架空普通領収書100枚の発行または金額40万元以上、

勝手に領収書の印刷、偽造、変造、領収書偽造防止専用品の違法製造、領収書監制印の偽造。

前項規定に合致する重大な税収違法案件に関しては税務査察局は、「税務処理決定書」または「税務行政処罰決定書」を作成し、且つ当事者が法定期間内に行政復議の申請または行政訴訟の提起をせず、或いは行政復議または裁判所による本案件に対する最終的な効力の確定を経て本弁法によって処理する。

２、公布方式の改定

本弁法の公布方式は各省、自治区、直轄市レベルの税務局フラットフォームを通じて対外に公布することによって、税収の「ブラックリスト」制度の社会影響力及び威力を高める。
　

３、救済措置の追加

本弁法の公布前、当事者がすでに税金、滞納金及び罰金を払い済みの場合、税務機関は案件公布情報システムのみに記録する。本弁法の公布後、当事者が税金、滞納金及び罰金を一括納付した場合、税務機関は公告欄から削除し、且つその情況を関係処罰部門に連絡する。

４、情報永久保存の追加

案件情報は一旦重大な税収違法案件公布情報システムに入力したら、納税者の信用記録として永久に保存し、対外に公布したか否か、取り消したかどうかを問わず、税務機関は当事者に厳重な税収管理を継続に行う。

５、懲戒措置の改正

（１）納税信用レベルはD級と直接に判定された場合、かかるD級納税人に相応しい管理措置を取る。

（２）調べで補足納税の納税者はまたはその法定代表者は、出国前までに規定に基づいて税金、滞納金を完全に納付せずまたは納税担保を提供しないかぎり税務機関は「中華人民共和国税収徴収管理法」の関係規定に基づいて出入国管理機関に知らせ、その出国を阻止することができる。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	１1
	国家税務総局の「重大税収違法案件情報公布弁法（試行）の改定に関する公告」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2016/06/01

	２2
	国家税務総局の「営業税を増値税に変更するテスト若干徴収管理問題の明確に関する公告」
	2016/05/01

	33
	最高裁の「消費民事公益訴訟案件審理の法律適用若干問題に関する解釈」
	2016/05/01

	４4
	人力資源社会保障部、財政部の「段階的に社会保険費率の引下げに関する通知」
	2016/05/01

	５5
	税関総署の「輸出入貨物通関書類と越境貨物届出リスト格式の改定に関する公告」
	2016/04/08

	６6
	全人大常務委員会の「中華人民共和国における国境外非政府組織の国境内での活動管理法」
	2017/01/01
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注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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